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静岡県の投資環境と
外資系企業誘致への取組



浙江省⇔静岡
富士山静岡空港２時間
（杭州便週２､寧波便週４､

温州便週２）
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静岡県のビジネス環境
～ 富士山麓の豊かな自然、高度な交通インフラ ～

東京⇔静岡
新幹線 １時間
高速道路２時間

大阪⇔静岡
新幹線 ２時間
高速道路４時間

富士山



33

人 口 363万人 全国第10位
（2019年人口推計）

県内
総生産額 17兆 444億円 全国第10位

（2016年県民経済統計）

一人当たり
県民所得 3,300千円 全国第4位

（2016県民経済統計）

製造品
出荷額 16兆 7,871億円 全国第４位

（2016年工業統計）

静岡県のビジネス環境
～ 世界に誇るブランド企業と次世代産業の創出 ～

○ 多くの製造業から選ばれています！

工場立地件数 2010年～2019年累計

619件 （全国１位）

＊経済産業省「工場立地動向調査」を集計

○ 外資系企業からも選ばれています！

外資系の製造拠点数 33件 （全国１位）

＊『外資系企業総覧2014』調査

世界に誇るブランド企業が立地 次世代産業の創出・育成
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静岡県のビジネス環境
～ “ものづくり県”を支える多彩な産業 ～

静岡県の全国シェアが高い業種

業 種 主な製品
出荷額等

(億円)
全国順位 シェア

従業員300人
以上の工場

輸送機械 自動車、二輪車など 42,689 ２位 7.4％ 59

電気機械 エアコン、冷蔵庫など 20,141 2位 11.7％ 29

化学工業 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ、化粧品など 17,418 5位 6.2％ 23

飲料、たばこ等 清涼飲料水、茶など 8,449 2位 8.9％ ５

食料品 水産食料品、調味料など 12,982 7位 4.7％ 22

パルプ・紙 印刷用紙、包装用紙など 8,017 １位 11.6％ 4

※ 医薬品 服用薬など 6,721 1位 9.7％ 化学に含む

※ 医療機器 カテーテルなど 3,587 １位 18.4％
電気機械
に含む

経済産業省 工業統計調査（2019年）、※厚生労働省(2019年）

QA集 ： Ｐ．７～８
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静岡県のビジネス環境
～ 外資系企業にも広がるビジネスチャンス ～

外資系企業の立地状況

順位 本 社 製 造 研究開発 物 流

1位 神奈川県 268 静岡県 33 神奈川県 14 大阪府、
神奈川県

14
2位 大阪府 123 神奈川県 29 茨城県 8

3位 兵庫県 86 茨城県 20 兵庫県 7 千葉県 12

4位 千葉県 44 千葉県 19
静岡県､
愛知県

6

愛知県 10

5位 埼玉県 40 愛知県 18
静岡県､
埼玉県

6

日本に進出している外資系企業は、3,158社 （外資比率20％以上、『外資系企業総覧2015』による）

⇒ この内、東京以外にも拠点を設置している企業は、739社

QA集 ： Ｐ．５、８

静岡県への立地 （『外資系企業総覧2015』 及び 県調査による）

[業 種] 食品・飲料 ５社、医薬・医療機器 ５社、生産用機械６社、電気機械 ５社 ほか

[国・地域] アメリカ 26社、スイス8社、ドイツ６社、中国３社 ほか



6

外資系企業の立地手続き
～ 進出のプランづくりから操業まで ～

日本への進出手続の流れ QA集 ： Ｐ．11

投資規模や業種、パートナー有無により様々ですが、基本的な流れは３つのステップ

⇒ ジェトロ、静岡県ワンストップ・センターや専門業者を、上手く活用しましょう。

進出の意思決定 市場リサーチ 進出形態の検討

設備・人員の確保 事務所 ・住居選び 従業員の雇用

登 記 在留手続

（支店 ・ 子会社設立の場合） （外国人従業員の場合）

官公庁への届出
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外資系企業の立地手続き
～ 事業目的に合った進出形態の検討 ～

外資系企業の形態 QA集 ： Ｐ．12～19

項 目 駐在員事務所 支店
子会社

株式会社 合同会社

営業活動 できない できる

登記手続 不要 必要

設立費用
(目安)

不要 登記実費：100千円
印鑑作成： 50千円
代行業者：440千円

登記実費：250千円
印鑑作成： 50千円
代行業者：490千円

登記実費：100千円
印鑑作成： 50千円
代行業者：440千円

資本金 不要 1円以上

出資者数 － 1名以上

主な
メリット

登記手続が不要 設立手続が簡便
かつ低コスト

他と比較して、最
も信用度が高い

株式会社より、
自由度が高い

主な
デメリット

活動内容に制約 独立した法人よ
り信用度が低い
と見なされる（融
資等）

他と比較して、
設立手続が最も
複雑かつコストが
高い

株式会社よりも
知名度が低く
なりがち、上場
できない

現状では最も多い
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外資系企業の立地手続き
～ 実際の事例・進出形態 ～

外資系企業の進出事例 QA集 ： Ｐ．12～19

2012年以降に進出した製造業19社のうち （『外資系企業総覧2015』（東洋経済新報社から抜粋）

⇒ 資本金 10百万円、外資比率 50％以上では、“株式会社による子会社設立”が最多

形 態 企業名 親企業国籍 業種名 資本金
(百万円) 外資比率

株式
会社

Hareon Solar Japan K.K. 中国 電気機器 98 100.0

Hengrui Medicine Co., Ltd. 中国 医薬品 30 100.0

Pioneer DJ Corp. アメリカ 電気機器 1,000 85.0

Robertshaw Japan Ltd. アメリカ 電気機器 12 71.0

ALSTOM Power Japan K.K フランス 機械 400 100.0

Continental Tire Japan K.K. ドイツ 輸送機器 90 100.0

Stratasys Japan Co., Ltd. イギリス 医薬品 100 50.0

KG Chem Japan Co., Ltd. 韓国 化学 70 100.0

Brahim’s Food Japan., Ltd. マレーシア 食料品 25 60.0

合同
会社

Abbvie GK アメリカ 医薬品 400 100.0

UNEX LLC アメリカ 機械 10 不明

BASF TODA Battery Materials LLC ドイツ 非鉄金属 不明 66.0

支店 JSB TECH PTE. LTD. (Japan Branch) ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 電気機器 － －
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外資系企業の立地手続き
～ 事業コストの検討 従業員の給与 ～

日本の給与水準 QA集 ： Ｐ．26～28

一般的な企業では、賃金は月ごとに支払います。月例賃金に加え、賞与を年2回支給

するのが通常です （民間企業平均では、月額基本給の4～5か月分）。

都道府県
（全国順位）

全産業計 月例賃金 （千円） 業種別 月例賃金 （千円）

平均年齢
平均勤続
年数

製造業 卸・小売業 ｻｰﾋﾞｽ 他

全 国 42.9 12.4 306.2 296.5 309.2 255.6

東京都（１位） 42.2 12.6 380.4 388.3 373.2 295.2

静岡県（６位） 43.1 12.7 291.0 288.5 271.0 232.0

学歴（全国） 合 計 20～24歳 30～34歳 40～44歳 50～54歳

合 計 306.2 209.7 273.5 327.4 373.8

大学・大学院卒 371.6 226.9 306.8 405.3 513.2

高専・短大卒 281.2 207.2 252.8 296.0 330.5

高校卒 266.2 195.5 240.0 281.3 309.2

【
業
種
別
】

【
学
歴
別
】

＊税、社会保険料等の控除前。時間外手当は含まない。
＊厚生労働省 賃金構造基本統計調査（2018年）
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外資系企業の立地手続き
～ 事業コストの検討 税金（１） ～

日本の主な税金 QA集 ： Ｐ．31

所得への課税 ・ 国税 ･･･ 所得税（個人）、法人税（法人）

・ 地方税 ･･･ 都道府県民税（個人、法人）、市町村民税（〃）、事業税（〃）

・ 外資系企業の場合、進出形態により、課税対象が異なります。

進出形態 内 容

駐在員事務所 課税されない

支 店 日本国内で発生した所得のみが課税対象

子会社 発生場所を問わず、法人全体の所得が課税対象

財産への課税 固定資産 （土地、建物、設備等） × 1.4％程度 （市町村により異なる）

消費への課税 商品やサービスの売上 × 10％ (生活必需品8％）

取引への課税 印紙税（100万円の契約に400円等）、不動産取得税（３～４％）

＊この他、「たばこ税」「酒税」「都市計画税」「自動車税」など。

課税率は
次ページ
参照
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外資系企業の立地手続き
～ 事業コストの検討 税金（２） ～

法人税率の国際比較 QA集 ： Ｐ．32

国・地方合わせた法人実効税率

⇒ 日本は政策的に低減を進めている

⇒ 事業コストとしては、社会保障費、為替変動等も含めた検討が必要

国・地域 基本的な税率 留意事項

日本
推
移

～2013年 37.00％

資本金１億円超に適用される税率。ただし
外形標準課税の所得割以外の部分、地方
自治体独自の超過課税は含まない

2014年 34.62％

2015～2016年 29.97％

2017年 29.74％

アメリカ（ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州） 27.98％ 市法人税は含まない（地方により5％程度）

ドイツ（全国平均） 29.90％ 営業税は、都市毎に賦課率が異なる

中 国 25.00％ 中央政府と地方政府の共有税

シンガポール 17.00％

＊財務省ウェブサイトより抜粋



12

外資系企業の立地手続き
～ 事業コストの検討 税金（３） ～

静岡県における法人課税試算 QA集 ： Ｐ．33～34

・ 2020年４月、静岡県静岡市に、従業員数40人の子会社設立 （他市町には事務所なし）

・ 資本金 3,000万円 （資本金５億円以上の大法人の100％子会社ではない）

・ 前年度の課税所得額 2,500万円 （概ね「税引き後利益」に相当）

種 類

税 率 部 分
資本金

均等割部分概 要
～400万円
の部分

400～800
万円の部分

800万円～
の部分

法人税 前年度の所得額×税率 15.00％ 15.00％ 23.20％ －

法 人
住民税

県民税 法人税額×税率 1.0％ 52,500円

市民税 法人税額に応じた割合 6.0％ 130,000円

事業税 前年度の所得額×税率 3.50％ 5.30％ 7.00％ －

地方法人特別税 前年度所得×事業税率×税率 37.0％ －

総合税率＋均等割 前年度の所得額×税率 20.85 23.31 25.64 182.500円

【
条
件
】

合計で約６３０万円の負担となる２４．５％+182500円
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外資系企業の立地手続き
～ 事業コストの検討 土地購入、オフィス賃貸 ～

土地代、オフィス賃料 QA集 ： Ｐ．３

都道府県
平均地価（円/㎡）

宅地 商業地 工業地

東京都 378,100円 2,145,600円 250,400円

静岡県 64,500円 140,900円 46,600円

愛知県 104,300円 423,900円 57,700円

大阪府 150,700円 1,060,400円 108,600円

日本の３大都市圏（東京、愛知、大阪）に比べ、平均地価は大幅に安価です。

＊国土交通省
都道府県地価調査
（2020年）

レンタルオフィスの事例 （静岡県静岡市中心部）

項 目 事例１ 事例２ 事例３

床面積（㎡） 12.35 ㎡ 64.8 ㎡ 90.59 ㎡

家賃（円/月） 64,800円 172,500円 286,400円

建築年 2004年１月 1985年２月 1982年12月 ＊SIBA調査（2020年）
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静岡県の外資系企業立地支援
～ 進出相談から手続・操業までサポート ～

静岡県の企業立地支援体制 QA集 ： Ｐ．10

事務所､工場用地を探したい
外
資
系
企
業
支
援
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
・セ
ン
タ
ー

（静
岡
県
国
際
経
済
振
興
会
）

不動産業者への仲介
県の用地データベース検索

県、市町の優遇制度の紹介

設立登記手続をしたい 手続のガイダンス・相談
司法書士などの紹介

従業員を雇用したい 人材紹介・専門業者の紹介、
社会保険労務士などの紹介

工場を立ち上げたい 土地利用等の手続相談
設計・建築業者などの仲介

取引先を探したい 県、産業支援団体の
支援メニューの紹介

【計 画】

【手 続】
・

【立 上】

【操 業】
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静岡県の外資系企業立地支援
～ 企業立地補助金（オフィス賃貸、拠点設置） ～

静岡県の主な企業立地優遇制度 QA集 ： Ｐ．10

主な補助金 補助率等 上限額 主な適用条件等

オフィス賃料
賃料の50％、最大
１年間

50万円
従業員3人以上、15㎡以上、
1年以上の賃貸契約
＊過去５年実績 ９件（製造業以外も利用可）

工場建物、機械
設備費用

投資額の７～10％ 10億円

投資額5億円以上、雇用増
＊過去10年実績平均
建物 ８億円、床面積10千㎡＋機械 11億円
＝ 交付額 127百万円

工場用地取得
費用、新規雇用

土地代の20～40％
雇用100万円／人

４億円

1,000㎡以上土地取得、雇用増
＊過去10年実績平均
土地面積 11千㎡＋ 土地代325百万円
＋雇用増約25人＝ 交付額 28百万円

＊表以外の適用条件もありますので、詳細は、ウェブサイト（ワンストップ・センターhttp://www.onestop-shizuoka.
jp/shizuoka/english.html 静岡県http://www.pref.shizuoka.jp/sangyou/sa-530- yugu/）をご覧の上、お問合せ
ください

オフィス賃貸から、本格操業時の補助金まで、立ち上げ期の事業コストを支援します。

⇒ 他自治体と比べ、主な適用条件を低めに設定しており、“使いやすさ”が特徴です。


